
中央区内で地震、風水害、火災等の災害が発生した場合における被災者(※)への入浴支援、区民への生活用水の提供等
に関する協定を締結し、区民の心身の健康維持及び避難生活環境の向上を図る。

１ 趣旨

２ 協定締結先

東京都公衆浴場業生活衛生同業組合中央支部

浴場名 所在地

銀座湯 ※公設 銀座１－１２－１

金春湯 銀座８－７－５

湊湯 湊１－６－２

十思湯 ※公設 日本橋小伝馬町５－１９

日の出湯 佃１－６－７

月島温泉 月島３－４－５－２Ｆ

勝どき湯 勝どき３－９－７

【組合加入浴場】

３ 協定の内容

（１）要請事項
ア 組合員所有の浴場における被災者への入浴支援
イ 組合員所有の貯水槽による区民への生活用水の提供

(※)災害等により自宅において入浴が困難な者

４ 協定締結予定日

（２）協力期間

（３）費用負担

（４）普及啓発への協力

☞ 災害時における区民の心身の健康維持及び避難生活環境の向上を図るため、災害時協力協定を締結する。
災害時における入浴支援、生活用水の提供等に関する協定の締結について

【議会対応】【プレス発表】 企画総務委員会（令和8年9月4日)及び区民生活等安全・安心対策特別委員会（同月9日）報告あり

原則災害発生後1週間 ※協議により延長可

区が負担。ただし、負担する額は、災害発生前の市場価格を
基準とし、組合と協議の上決定

可能な範囲で地域防災に関する取組の普及啓発に協力

令和８年８月３１日（月）

※ 協定書（案）は別紙のとおり

令和８年度第１０回庁議(令和８年８月１８日) ①／ 決定事案 【防災危機管理室】

災害時における入浴支援、生活用水の提供等に関する協定の締結について



(案) 

災害時における入浴支援、生活用水の提供等に関する協定書 

 

 中央区（以下「甲」という。）と東京都公衆浴場業生活衛生同業組合中央

支部（以下「乙」という。）は、災害時における入浴支援、生活用水の提供

等に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、中央区内で地震、風水害、火災その他の災害等（以

下「災害等」という。）が発生した場合における被災者（災害等により自

宅において入浴が困難な者。以下同じ。）への入浴支援、区民への生活用

水の提供等の業務に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（要請） 

第２条 甲は、災害等が発生した場合で必要であると認めるときは、乙に

対し、次に掲げる協力を要請するものとする。 

（１）乙の組合員（以下「組合員」という。）所有の浴場における被災者

への入浴支援 

（２）組合員所有の貯水槽による区民への生活用水の提供 

（３）前２号に掲げるもののほか、甲が必要と認める事項 

２ 前項の規定による要請は、文書により行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、口頭、電話等により要請し、事後に文書を送付するも

のとする。 

（協力） 

第３条 乙は、前条第１項の規定による要請を受けたときは、組合員に対

し、可能な範囲で協力させるものとする。 

２ 乙は、前条第１項の規定による要請に係る業務（以下「要請業務」と

いう。）の実施に当たり、業務内容、実施方法等について、甲と打ち合わ

せ、確認を行うものとする。 

（協力期間） 

第４条 乙が要請業務を実施する期間は、原則として災害発生後１週間を

基準とし、甲乙協議の上、決定するものとする。ただし、災害の状況等

により期間の延長の必要がある場合は、甲乙協議の上、更に延長するこ

ともできる。 

（要請業務の報告） 

第５条 乙は、要請業務を実施したときは、速やかに甲に報告を行うもの

とする。 

（費用負担） 

第６条 この協定に基づき実施した要請業務に係る費用は、甲が負担する

ものとする。 

２ 甲が前項の規定により負担する額は、災害の発生直前における市場の

別紙



(案) 

適正な価格を基準として、甲乙協議の上、決定するものとする。 

（損害補償） 

第７条 要請業務に従事した者に係る損害補償は、「災害に際し応急措置の

業務等に従事した者に係る損害補償に関する条例（昭和３８年３月中央

区条例第１５号）」に基づき、甲が補償するものとする。 

（賠償） 

第８条 甲又は乙は、要請業務を実施する際に、相手方又は第三者に損害を

与えたときは、それぞれの責めに帰すべき事由に応じて、その賠償の責

任を負うものとする。ただし、やむを得ない事情により損害が生じた場

合は、甲乙協議の上、処理するものとする。 

（普及啓発への協力） 

第９条 乙は、甲から依頼があった場合には、可能な範囲で地域防災に関

する取組の普及啓発に協力するものとする。 

（協議） 

第１０条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、甲乙協議

して定めるものとする。 

（有効期間） 

第１１条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和９年３月３１日

までとする。ただし、有効期間満了の３か月前までに、甲乙いずれもこ

の協定の解除又は変更の申し出がないときは、当該有効期間はさらに１

年間延長されるものとし、その後もまた同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名の上、各自

１通を保有するものとする。 

 

 

令和 年 月 日 

 

         甲   東京都中央区築地一丁目１番１号 

             中央区 

             中央区長   山 本 泰 人  

 

 

         乙   東京都中央区 

             東京都公衆浴場業生活衛生同業組合中央支部 

             支部長  

 

 


